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研究成果の概要（和文）：2018年度に実施した予備調査以降、新型コロナウィルスの流行、2023年2月に発生し
た大地震の影響などによりアダナ県での調査を延期していたが、状況の安定した2024年の3月に調査を実施する
ことができた。調査期間を十分にとることができず、調査対象農家は21件に限られたが、以下の発見があった。
1.南東部アナトリア地方の季節労働者に加え、シリア内戦以降に流入したシリア難民が安価な季節労働力の供給
源となり、社会慣習が組み合わさることで、女性家族労働力の農業からの退出が進んでいた。2.社会的ネットワ
ークの形成に関して、村外の友人の人数や農産物商人の情報の共有には、農家によって差異が認められた。

研究成果の概要（英文）：Since the preliminary survey conducted in 2018, the survey in Adana province
 was postponed due to the outbreak of the COVID 19 and the huge earthquake that occurred in February
 2023. Finally, we were able to conduct the survey in March 2024, when the situation had stabilized.
 Although the survey period was not long enough and the number of surveyed farmers was limited to 
21, the following findings were made: 1. In addition to seasonal workers coming from the 
Southeastern Anatolia region, Syrian refugees who arrived after the Syrian Civil War became a source
 of cheap seasonal labor. The combination of social customs against women led to the exit of female 
family labor force from agriculture. 2. With regard to the formation of social networks, differences
 were observed among farm households in the number of friends outside the village and in the sharing
 of information on agricultural product traders.

研究分野： 農業経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
調査地域で確認された女性の農業からの退出は、女性が外で働くことを避けようとする社会慣習のみが要因では
なく、安価な季節労働力の供給という経済条件の変化と結合した現象であると考えられる。女性の就業機会の向
上をめざす際には、慣習と市場の双方を考慮すべきであることを示唆している。村外の友人の人数や農産物商人
の情報の共有には、農家によって差異が認められたことから、ネットワークの多寡により、農産物取引における
契約内容や交渉力に差が生じている可能性がある。村外とのネットワークや商人の情報の共有などに着目した調
査及び分析を深めることで、農産物流通の改善策の逓減につがなることが期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
途上国の農村社会に住む人々は、社会的ネットワークを利用して経済活動を営んでいる（ネッ

トワークの経済学）。農村社会の規範もまた、家族内の労働配分など、個人の厚生に直結する経
済活動に影響を与えている（家族の経済学）。社会規範の強い農村においてネットワークが世帯
の厚生に与える影響を評価するためには、社会規範を考慮した包括的な分析が必要である。本研
究は、伝統的に家父長制家族制度を有し、かつ、社会的ネットワークが農村内の農家・労働者階
層の形成や階層間の雇用契約に大きな役割を果たしていると考えられるトルコ共和国アダナ県
の農村社会を対象とする。家計調査を実施し、ネットワークの経済学と家族の経済学の二つの視
点を統合させた実証研究を行うことにより、社会的ネットワークの多寡が、社会規範のもとで農
村世帯の生計戦略や農村内の不平等に及ぼす影響を包括的に評価する。 
 
２．研究の目的 
本研究は、「ネットワークの経済学」、「家族の経済学」のそれぞれの視点から得られた知見を

統合し、生計戦略への影響を中心に再整理を行う。その後、新たにトルコ共和国アダナ県で実施
する家計調査のデータをもとに、社会的ネットワークの多寡が、女性労働に対する社会規範のも
とで、農村世帯の生計戦略や農村内の不平等に及ぼす影響を包括的に評価することを目的とす
る。 
 
３．研究の方法 
本研究は、トルコ共和国・アダナ県で実施する農家経済調査で得られるデータを主に使用し、

「ネットワークの経済学」の観点から、特に①階層の形成、② 労働契約、③生計戦略、④農村
内の不平等に着目し定量的な分析を実施する。 
 
４．研究成果 
ネットワークの形成が不十分でかつ家父長制家族制度の影響を受けやすいと考えられる若手

農業者の状況を把握するために、予備調査として 2018 年の 9月に若手農家支援政策の受給者に
対して聞き取りを行った。調査においては、支援政策の情報源、支援政策への申請理由、支援後
の家族全体の農業経営・農家経済の状況変化、支援後の自身の能力及び農家経済全体に果たす役
割の変化等について聞き取りを行った。 
 
調査の結果、ネットワークの形成状況により情報の取得源が異なっていること、女性受給者の

農業経営への関与の在り方に家父長制の影響が見られることなどの示唆を得ることができた。 
予備調査実施時点では、次年度以降の調査方針として、若手農家を中心にサンプルを収集する方
向性を検討した。しかし、若手農家支援政策の受給者の絶対数が少数であるために、統計分析に
十分な数のサンプルを収集するためには農業省との連携が必要となるが、政策の変更や人員の
配置換えなどにより協力体制を継続的に構築することにリスクが伴うことが、予備調査実施後
の2019年3月にアダナ県を訪問した際に行った研究協力者とのミーティングで明らかになった。
このため、次年度以降は調査対象者を限定しない形で調査を行うこととした。しかし、2019 年
度以降、新型コロナウィルスの流行、2023 年 2 月に発生した大地震の影響でアダナ県での調査
を実施することができなかった。新型コロナウィルスの状況や大地震の影響が安定した 2024 年
の 3 月に調査を実施することがで
きた。 
 
2024 年 3 月の調査では、アダナ

県南部のセイハン川流域に広がる
灌漑農業地域の 4 村で調査票を用
いたインタビュー調査を行った（図
1）。21 件の農家から回答を得るこ
とができた。 
 
表 1 に調査農家の概要をまとめ

ている。家長の平均年齢は 59 才で
あり、平均世帯人数は 3.7 人であっ
た。観測数が少ないものの、近年の
トルコ農業の高齢化及び家族の小
規模化を反映していると思われる。
近年のトルコでは，農村部において
も高等教育が急速に広まっている。
しかし、平均年齢が高いこともあ

 
図 1. アダナ県の地図 
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り、家長の教育水準は、過
半数が中学校以下であっ
た。家族内の平均家族農業
従事者数は 1.1 人と少な
い。2013-14 年に筆者らが
同地域で実施した調査の
結果では、平均世帯人数は
4.8 人、平均家族農業従事
者数は 1.6 人であった。両
調査間で平均経営面積に
大きな差はなく、世帯人数
の縮小と共に家族農業労
働力も減少していること
が示唆される。2013-14 年
の調査時には、少数ではあ
るものの女性の農業参加
が確認された。しかし、今
回の調査では、世帯内の女
性が農業に従事している
と回答した農家はいなか
った。調査地域では、女性
が外で働くことを避ける社会慣習が強く存在している。1件を除き，調査対象農家の全てがオレ
ンジやマンダリンなどの果樹園を経営しており、経営農地面積に対する果樹園の比率も 65%と高
くなっている。果樹園やスイカ、ズッキーニなどの野菜作は労働集約的に栽培されているが、作
業の多くは、南東部アナトリア地方から移住してくる季節労働者によって担われてきた。さらに、
シリア内戦以降はシリア難民が流入し、トルコ国内の季節労働者よりも安価な労働力として農
家に雇用されるようになった。果樹や野菜では、作物を買い取る商人側が季節労働者を雇用し収
穫作業を担う慣行も存在する。安価な季節労働力の供給と社会慣習が組み合わさることで、女性
家族労働力の農業からの退出が進んでいると思われる。 
 
調査では、日常的に
交流のある親戚・友
人の人数やその会
話内容など社会的
ネットワークに関
する質問を農家に
行った。残念なが
ら、南東部アナトリ
ア地方など外部か
ら移住して農業を
始めた農家に調査
をすることができ
なかったため、移住
者・非移住者間のネ
ットワークの差異
を分析することは
できなかったが、表
2 に農家の回答結果
をまとめている。 
 
 日常的に交流のある村内の親戚については、半数程度の農家が 5 人以下と回答しているもの
の、40%近くの農家が 10-19 人と回答しており、強い村内の親戚間ネットワークを構築している
農家が存在する。村内の友人の人数は親戚よりも若干散らばりが大きく，村外の友人になるとさ
らに散らばりが大きくなる。5 人の農家は村外の友人がゼロ人と回答した一方で、ほぼ同数（4
人）の農家は 20 人以上の村外の友人と日常的な交流があると回答している。会話内容から、多
くの農家が農業生産、農産物価格，商人の情報など、農業に関する話題を親戚・友人と会話して
いることがわかる。ただし、農産物取引の鍵となる商人の情報については、友人間で会話をして
る農家の割合が親戚間と比べ低くなっている。また、家族の話題を友人と会話している農家の割
合は低い。今回、調査件数が限られているため、ネットワークが農家行動に与える影響について
さらなる分析を進めることはできなかった。継続科研をベースに、今後は村外とのネットワーク
や商人の情報の共有などに着目した調査及び分析を行っていきたい。 
 

表 1. 調査農家 21件の概要 

 

変数 単位 平均（標準偏差） 最小値/最大値
家長年齢 才 58.81 (12.48)        31.00 / 85.00        
家長教育水準*
 なし 人 1 (4.76%)            
 小学校 人 8 (38.10%)           
 中学 人 5 (23.81%)           
 高校 人 4 (19.05%)           
 大学 人 3 (14.29%)           
世帯人数 人 3.67 (1.65)          2.00 / 8.00          
家族農業従事者数 人 1.14 (0.48)          0 / 2.00             
所有農地面積 10a 73.28 (79.46)        0 / 270.00           
借入農地面積 10a 47.62 (102.66)       0 / 400.00           
経営農地面積 10a 123.28 (152.79)      12.00 / 510.00       
果樹園面積 10a 53.45 (64.00)        0 / 270.00           
果樹園面積比率 0.65 (0.40)          0 / 1.00             
＊各教育水準に該当する人数と構成比率を示している。

表 2. 社会的ネットワークに関する質問への回答結果 

 

a) 村内の親戚 b) 村内の友人 c) 村外の友人

 0人 0 (0%)           0 (0%)           5 (23.81%)    
 1-2人 2 (9.52%)        2 (9.52%)        4 (19.05%)    
 3-5人 8 (38.10%)       9 (42.86%)       5 (23.81%)    
 6-9人 3 (14.29%)       5 (23.81%)       1 (4.76%)     
 10-19人 8 (38.10%)       3 (14.29%)       2 (9.52%)     
 20人以上 0 (0%)           2 (9.52%)        4 (19.05%)    

 農業生産 0.71 (0.46)      0.81 (0.40)      0.75 (0.45)      
 農業生産物の価格 0.81 (0.40)      0.81 (0.40)      0.69 (0.48)      
 商人の情報 0.76 (0.44)      0.57 (0.51)      0.56 (0.51)      
 政治の話題 0.76 (0.44)      0.71 (0.46)      0.62 (0.50)      
 村の話題 0.71 (0.46)      0.71 (0.46)      0.69 (0.48)      
 家族の話題 0.76 (0.44)      0.24 (0.44)      0.06 (0.25)      
*回答者の人数（構成比）を示している。
**各内容を会話していると回答した回答者の比率（標準偏差）を示している。

日常的に交流のある親戚・友人の人数*

会話内容**
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